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Ⅰ．高速道路株式会社法第１０条に基づく事業計画について 
 
事業計画については、高速道路株式会社法（以下、「会社法」という。）第１０条

に基づき、高速道路株式会社（以下、「会社」という。）が、毎事業年度の開始前に、

その事業年度の事業計画を定め、国土交通大臣の認可を受けることとなっている。 
 なお、事業計画を申請するにあたり、会社法施行規則第１１条第１項で規定され

ている通り、資金計画書及び収支予算書を添えて、国土交通大臣に提出することと

なっているため、当該事業年度の資金計画書及び収支予算書も添付する。 

 
 令和６事業年度の事業計画については、事業全体としては総額１６，９９９億

円の事業費、うち高速道路事業に係る総額は１６，７１９億円の事業費を予定し

ている。資金計画については、合計１４，２５６億円の資金を民間金融機関から

の借入金等で調達する予定である。収支予算については、当期純利益として９億

円発生する見込みである。 
 
なお、事業の実施に当たっては、新たな知見を踏まえた高速道路の効率的な維持

管理を図るとともに、高速道路の維持管理のあり方や将来像、高速道路を持続的に

利用する枠組み等の議論を踏まえ、実現可能な取組から順次適切に実施するなど、

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下、「機構」という。）の中期計

画を踏まえ、国及び機構と連携するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅱ．事業計画 

１．高速道路事業に係る事業計画 
 
令和６事業年度における高速道路事業については、高速道路の新設・改築、及び

維持、修繕、災害復旧等で構成される。 
高速道路の新設、改築については、地域の発展と暮らしや利便性の向上に貢献す

る、より安全で使いやすい高速道路ネットワーク整備の計画的かつ着実な執行を図

るために７，６３９億円の事業費（一般管理費、建設中利息を除くと７，２６６億

円）を予定している。 
高速道路の維持、修繕、災害復旧その他の管理については、適正かつ効率的な維

持管理や道路施設について中長期的に管理するために必要な修繕を実施するため、

５，５１６億円の事業費を予定している。また、長期にわたる安全性を確保するた

めに必要な大規模更新及び大規模修繕を実施するため、３，５６４億円の事業費を

予定している。 
なお、他の高速道路株式会社の事業範囲における高速道路の新設・改築、及び維

持、修繕、災害復旧等に関する事業は、本事業年度において事業実施予定はない。 
 
以上の内容をまとめると、高速道路事業に係る令和６事業年度の事業計画は下記

のとおりである。 
 

 
事業区分 事業の概要（実施の方法・事業量） 所要資金の額 

高速道路の新設、改築 近畿自動車道など計１７道路５６ｋｍの新設 
近畿自動車道など計１２道路１９２ｋｍの改築 ７，６３９ 

高速道路の維持、修繕、災害復旧その

他の管理（※１） 

中央自動車道など計４２道路３，６０３ｋｍの維持、修

繕、災害復旧その他の管理 ５，５１６ 

中央自動車道など計３０道路６９１ｋｍの大規模更新

及び大規模修繕 ３，５６４ 

高速道路株式会社法第五条第２項に

規定された以外の高速道路における

新設、改築 
 ― 

高速道路株式会社法第五条第２項に

規定された以外の高速道路における

維持、修繕、災害復旧等 
 ― 

合計Ａ（高速道路事業）  
１６，７１９ 

 

単位：億円 

※ ：端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。 
※1：この中には、日本道路公団等民営化関係法施行法第２０条第１項に基づく管理有料道路（関門トンネル）の維持、修繕等（所要資金１３億円）

を含む。 



２．高速道路事業以外の事業に係る事業計画 
 
令和６事業年度における高速道路事業以外の関連事業については、高速道路の休

憩所、給油所等の建設・管理、国、地方公共団体等の委託に基づき行う道路の新設、

改築、維持、修繕等、及びその他事業で構成される。 
高速道路の休憩所、給油所等の建設・管理に関しては、既存サービスエリア等の

管理及び今後の事業準備を行うために、事業費１２１億円を予定している。 
国、地方公共団体等の委託に基づき行う道路の新設、改築、維持、修繕等に関し

ては、高速道路事業に関連する他の道路事業の委託事業等を着実に実施するため、

１４２億円の受託事業費を予定している。 
なお、その他事業については、有料駐車場事業、トラックターミナル事業、高架

下の占用施設活用事業、不動産賃貸事業、コンサルティング事業等を展開するため

に１７億円の事業費を予定している。 
以上の内容をまとめると、高速道路事業以外の関連事業に係る令和６事業年度

の事業計画は下記のとおりである。 
 

事業区分 事業の概要（実施の方法・事業量） 所要資金の額 

高速道路の休憩所、給油所等の建

設・管理 

近畿自動車道名古屋神戸線新名神大津サービスエリア

などの建設 
中央自動車道西宮線大津サービスエリアなど計３０５

箇所のサービスエリア・パーキングエリアの管理 

１２１ 

国、地方公共団体等の委託に基づ

き行う道路の新設、改築、維持、

修繕等（※１） 

「一般国道２号神戸西バイパス（永井谷～石ヶ谷）の建

設事業に係る工事の施工に関する細目協定（その１）」に

基づく受託事業ほか 
１４２ 

高速道路株式会社法第五条第２

項に規定された以外の高速道路

における休憩所、給油所等の建

設・管理 

 ― 

その他の事業等（※２） 
有料駐車場事業１箇所、トラックターミナル事業２箇

所、占用施設活用事業１１４箇所、不動産賃貸事業、コ

ンサルティング事業ほか 
１７ 

合計Ｂ（高速道路事業以外）  ２８０ 

   

合計（Ａ＋Ｂ）  １６，９９９ 

 
 
 

単位：億円 

※   端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。 
※１ この中には、会社法第５条第５項に基づく、国、地方公共団体、地方道路公社以外の事業者の委託に基づき行う高速道路事業に関連する事

業（所要資金３０億円）を含む。 
※２  この中には、海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律第１０条第１項に基づく海外道路調査等事業等（所要資金２億

円）を含む。 

 



■資金計画書

令和６事業年度の資金計画書は下記のとおりである。 （単位：億円）

合計 高速道路事業以外

8,049 8,049

288 288

ＳＡ・ＰＡ事業収入 125 125

その他の事業収入 21 21

受託事業収入 142 142

- - -

14,256 14,256 ( 14,256 ) -

財政融資資金借入金 - - ( - ) -

32 32 ( 32 ) -

11,200 11,200 ( 11,200 ) -

3,024 3,024 ( 3,024 ) -

3,401 3,367 ( 1,759 ) 34

25,994 25,672 ( 16,015 ) 322

2,057 2,057

道路維持管理費 1,164 1,164

道路業務管理費 608 608

一般管理費等 272 272

関門トンネル管理費 13 13

6,831 6,831

237 237

ＳＡ・ＰＡ事業管理費 80 80

その他の事業管理費 15 15

受託事業営業費 142 142

7,639 7,639 ( 7,605 )

7,266 7,266 ( 7,232 )

291 291 ( 291 )

82 82 ( 82 )

3,459 3,459 ( 3,087 )

2,940 2,940 ( 2,637 )

494 494 ( 424 )

26 26 ( 26 )

3,564 3,564 ( 3,564 )

3,276 3,276 ( 3,276 )

259 259 ( 259 )

29 29 ( 29 )

43 43

41 41

2 2

- - -

2,164 2,123 ( 1,759 ) 41

25,994 25,672 ( 16,015 ) 322

※端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。
※（　）書きは、機構へ承継する道路資産の形成に係る資金計画である。

科　　目
金額

高速道路事業

収入の部

（営業的収入）

高速道路事業営業収入

関連事業営業収入

営業外収入

（資本的収入）

社債・借入金

機構からの無利子借入金

社債

借入金

前期繰越金

合計

支出の部

道路資産賃借料

関連事業管理費

（資本的支出）

高速道路新設・改築費

新設・改築費

一般管理費

支払利息等

高速道路修繕費

修繕費

一般管理費

支払利息等

高速道路特定更新等工事費（修繕）

修繕費

一般管理費

支払利息等

合計

関連事業建設費

ＳＡ・ＰＡ事業建設費

その他の事業建設費等

社債等償還金

次期繰越金

（営業的支出）

高速道路管理費



■収支予算書

令和６事業年度の収支予算書は下記のとおりである。
単位：億円

合計 高速道路事業 高速道路事業以外

24,588 24,588

7,317 7,317

17,271 17,271

・道路資産完成高 17,271 17,271

24,580 24,580

5,140 5,140

17,271 17,271

2,169 2,169

・維持修繕費 1,058 1,058

・管理業務費 561 561

・一般管理費 249 249

・租税公課 25 25

・減価償却費 263 263

・関門トンネル管理費 12 12

8 8

293 293

114 114

19 19

161 161

281 281

104 104

16 16

161 161

13 13

21 8 13

Ⅲ．営業外収益 - - -

Ⅳ．営業外費用 8 8 -

　　　　　経常利益 13 - 13

- - -

- - -

　　　税引前当期純利益 13 - 13

　　　法人税、住民税及び事業税 4 - 4

　　　法人税等調整額 - - -

　　　当期純利益 9 - 9

※端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。

Ⅱ．関連事業営業損益

科　　目
金額

Ⅰ．高速道路事業営業損益

１．営業収益

(1)料金収入

(2)その他収入

２．営業費用

(1)道路資産賃借料

(2)道路資産完成原価

(3)管理費用

　　　　　高速道路事業営業利益

１．営業収益

(1)ＳＡ・ＰＡ事業収入

(2)その他の事業収入

(3)受託事業収入

２．営業費用

(1)ＳＡ・ＰＡ事業費

(2)その他の事業費

(3)受託事業費

　　　　　関連事業営業利益

　　　　　全事業営業利益

Ⅴ．特別利益

Ⅵ．特別損失


